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米国北西部（パシフィックノースウェスト）の対日本林産物貿易展望の変遷
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　ワシントン州内の林産物分野は
年間取引で120億ドルの収入があり
その内1/3は輸出によるものである。
日本は主要輸出国であり、無垢材
の75％、パルプや製紙を含む林産
製品全体では60％を占めている。
アジアの不況以前は、木材の第二
製品の輸出は年50％の成長率を示
していたが、反面、絶滅寸前の種
を保護するための規制により数年
間の価格高騰となっている。�
　日本の経済不況下では、流通経
路が海外の生産者からの輸入を妨
げ、国内製品を有利に導いている。
1996年―1998年間日本での新築木
造住宅の着工戸数が28％減少した。

また、木材輸入は37％減少している
のに、国内生産は19％しか減少して
いない。日本の国内生産は縮小して
いるが日本向けに供給していた地域
でのインパクトはより大きい。�
　楽観できる面は、2×4建設の住宅
着工戸数が過去2年間安定している
ことだ。日本の住宅市場における2
×4住宅のシェアは、ここ10年間に
一貫して増加しており、この相対的
な2×4住宅の強みは、経済が回復し
た際、木造建築資材輸入が大幅に回
復することを意味してる。未だに日
本における建築コストが米国より高
価であるため、米国の2×4建築技術
と資材を効果的に利用することで住

宅コストを低
下させる好機
が残されてい
る。�
　近年におけ
る林産物貿易
の最も顕著な
成長分野は第
二次製造分野
である。日本
の建築業界に
おける規制緩
和に伴って、

住宅の建築コストを削減する手段と
しての木造関連建築資材の輸入需要
が高まった。1993年―1996年間の日
本向け第二次加工木材製品の輸出売
上は、毎年50％の成長率を遂げたが
、1997年に17％減少、1998年には40
％減少した。1998年度の第二次木製
品の売り上げは、1996年度の半分で
あるが、それでもなお1992年のレベ
ルと比較すると100％の増加となっ
ている。�
　米国北西部は、第二次製造製品の
ほぼ全カテゴリー（工場生産住宅、
ドア、窓、構造材、家具、キャビネ
ット、モールディングなど）におい
て、日本市場を開拓した主導者であ
る。長期の展望では、日本の経済が
回復すれば、第二次木製品の日本へ
の輸出は回復し、さらに成長を続け
ることだろう。しかしながら、経済
不況の影響は、以前大きな成長を遂
げた特定分野に特に厳しく現れてお
り、過去2年間で、構造材、ドア、
床材、キャビネットなどは70％の減
少、工場生産住宅、建具類、木製窓
、事務所用家具は40％以上、モール
ディングや住宅用木造家具は25％‐
30％減少し、結果として、国内より
アジアの輸出市場に力を入れてきた

米国北西部の生産者は、もっとも厳
しい影響を受けている。�
　現在では、木材は余剰状態だが、
いずれアジアの経済が回復すれば、
第一次木製品の需要は回復するであ
ろう。植林による各国の丸太や木材
供給の成長率は、全世界の需要増加
率より劣ると予想され、従来のごと
く木製品の供給不足状態へ戻ること
だろう。日本の世界最大の木材不足
国としての位置は、当分の間変わら
ないと見られる。木製品の価格構造
で日本が価格を設定していたが、現
在の世界的木材市場の供給過多によ
り、価格設定の能力が米国に移った。
これは、米国内の大きな住宅需要な
らびに米国南部からの供給に伴った
ものである。�
　貿易の流れが増加したことで、世
界中の消費者に対するコストの低下
や生活水準の上昇に貢献したが、ア
ジア諸国の不況によりこうした利点
が失われてしまった。この状況で生
き残れる輸出者は、最も堅固な会社
で、製品の質やサービスにおいても
最善のものを提供してきた会社と言
える。アジアの経済が回復すれば、
この種の会社が需要の増加に応えて
いくことになる。
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